	経済情勢トピックス《消費税率変更による大阪への影響》


	10月に消費税率の8％への引き上げが決定されましたが、その影響は少なからず存在すると思われます。主な影響では、「税率引き上げの前後に発生する駆け込み需要と反動減」と、「物価上昇に伴って実質可処分所得が減少することによる需要減」があります。それらの影響によって、「増税により景気回復が腰折れしないか」といった懸念があるために、今後の経済状況を注視する必要があります。


1.　消費税率の引き上げが消費に与える影響

消費税率の引き上げが消費に与える影響では、①「税率の引き上げ前後に発生する駆け込み需要と反動減」という異時点間での代替効果と、②「物価上昇に伴って実質可処分所得が減少することによる需要減」という所得効果の２つの影響が考えられます（図表１）。①の影響は、税率が変化する前後の期間をならせば、景気に対しての影響は概ね中立的であると考えられますが、②の影響はその大きさが予測できないことが大きな問題です。それらの影響が合わさった結果、消費の低迷によって景気の腰折れ懸念があるために、経済対策の必要性につながっています。
図表1　消費税率の引き上げによる影響
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今回の消費税率の引き上げの影響を考えるために、前回の平成9年の消費税率の引き上げの影響を考えてみます。前回は、消費税率の引き上げだけではなく、アジア通貨危機の発生や大手金融機関の破綻といった国内金融システム不安も景気に大きな影響を及ぼしたため、消費税率の引き上げによって景気後退が始まったとは必ずしもいえない状況です。例えば、大阪府内企業の景況感（図表２）をみると、企業の景況感は、7年から順調に持ち直してきましたが、消費税率の引き上げ時（9年4～6月期）に大きく減少しました。その後7～9月期には一旦下げ止まったものの、アジア通貨危機や国内金融システム不安等の影響もあり、再度10～12月期には過去最大の下げ幅を記録し
、景気後退が深刻化しました。

図表２　業況判断ＤＩ（全産業；季調済）
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（出所）大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査」

前回の消費増税の影響について、日本銀行では以下のような論点整理を行っています
。①の「税率の引き上げ前後に発生する駆け込み需要の発生とその反動」は、家計部門で主に発生したこと、財の消費や住宅投資が増減の中心で、個人消費の駆け込み需要とその反動は消費税率の引き上げ前後2四半期に集中したこと、住宅投資ではその影響が前後1年程度持続したとまとめています。②の「物価上昇に伴う実質所得の減少の影響」では、元年と9年のいずれの増税時にもその影響を明確には読み取れなかったとしています。
2.　家計・企業に与える影響

消費税率の引き上げが家計・企業に与える影響について、具体的に3点ほど考察したいと思います。
2.1　駆け込み需要とその反動減
消費税率の引き上げ前後で発生する駆け込み需要と反動減は、衣料品（特にブランド品）、テレビなどの教養娯楽耐久財、外食、レジャーなど、購入頻度が「半年に１回以下」の商品（消費額の2～3割）で、その影響が大きくなると見込まれます。
消費者に対するアンケート調査を見ると、日経ＭＪの調査
（10/4日経ＭＪ）では、消費税率の引き上げまでに買っておきたいものとして、「家電製品」や「自動車・バイクなどの乗り物」が上位に上がり、その駆け込み消費を行うために「外食」や「食品・飲料、酒類」の支出を削ると回答しています。電通の試算では、今回の駆け込み需要は平成9年の増税時と比べて1.7倍にも上ると試算しています（11/20日経ＭＪ）。特に、「住宅・リフォーム」「ファッション衣料」「情報家電」への支出が大きく伸びるだけではなく、消費者の節約志向が強まり、増税直前に日用品や食品のまとめ買いが本格化するとみています。
消費の駆け込み需要は、消費税率が引き上がる直前に主に発生しますが、住宅投資についてはそれよりも先行して発生すると考えられます。それについて、大阪府の新設住宅着工戸数の動きをみると（図表3）、平成9年の増税前までは増加基調で推移していましたが、消費税率の変更以降、減少基調で推移し、平成10年いっぱいまでそれが続きました。一方、最近の動きでは、25年9月までに契約を行うと消費税率が5％のままで済むことにより、住宅着工では駆け込み需要が発生しているといわれているため、今後の動きが注目される状況にあります。
図表3　大阪府の新設住宅着工戸数（季節調整値）
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（出所）国土交通省「住宅着工統計調査」

2.2　家計の負担増

消費税の引き上げによって、家計の負担が増えることによる可処分所得の減少があります。家計の負担増では、第一生命経済研究所によると、夫婦と子供２人、年収500～550万円の世帯で、年間約7万4千円の負担増になると試算しています（図表４）。
このように、消費税率の上昇による家計の負担増や可処分所得の減少によって、消費が低迷することが懸念されます。加えて、消費税は低所得者にとっては負担割合が大きく生活に直結するために、その影響も懸念されるところです。
図表4　消費税率の引き上げによる家計の負担増
（4人家族で働き手が1人のケース；年間）
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（出所）第一生命経済研究所試算（10/2日経）
2.3　消費税の価格転嫁の問題
中小企業にとっては、消費税率の引き上げによる売上低迷だけではなく、「増税分の価格転嫁がスムーズに行えるのか」という問題も大きな問題です。図表5は、消費税率の引き上げの影響について、大阪の中小企業に対して行った各種調査をまとめたものです。どの調査結果でも「消費税率の引き上げ分を全額転嫁できない」と考えている企業の割合が一定以上存在し、消費税の価格転嫁が問題視されています。
ちなみに、前回9年の消費税率の変更の際に、府内企業について消費税率上昇分の転嫁状況について質問した調査では（図表6）、概ね消費税の引き上げ分「全てを転嫁する」と回答する企業が多いものの、小売業や飲食業では「一部を転嫁」あるいは「転嫁せず」といった回答割合が多くなっています。「全て転嫁」している企業においては値引きや売上の減少等の懸念が伺われ、「一部転嫁」「転嫁していない」企業では、特に住宅や貴金属などの高額商品を扱っている企業において、税額が大きくなることから転嫁に慎重になっているようだとまとめています。
図表5　消費税率の引き上げが大阪の企業に与える影響
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消費税率の引き上げの悪影響について「ある」と「少しある」を合

わせて58.1％。「増税分を価格に転嫁できないかもしれない」「増

税分を値引きするような大手企業のセールにつきあわされるかも

しれない」といった不安が強い。

大阪府内と尼崎市内の取引先企業に対し8/27～9/9実施。有効

回答数1,352社。

消費税率の引き上げに「反対」「どちらかというと反対」を合わせ

て64.6％。「容認」「どちらかといえば容認」は35.4％にとどまる。

大阪東部の製造業中心とした取引先企業に対し9/2～9/6実施。

有効回答数907社。

消費税率の引き上げへの対応策（複数回答）では、「販売価格へ

の転嫁交渉」が47.9％、次いで「経費の削減」が37.6％と、増税に

よる負担増を経営努力で吸収せざるを得ないのが実情。33.0％

の企業が「仕入価格や仕入先の見直し」を上げ、実施された場

合、納入先による増税分の値下げ圧力や仕入先選別の動きが強

まり、経営環境は厳しさを増すことが予想される。

近畿地区の企業に対し8/20～8/31実施。有効回答数1,851社。

消費税率の引き上げで自社業績への「悪影響」を懸念する近畿

地区企業は52.9％で、特に「小売」では7割を超える。ただし、税率

の引き上げへの対応策では「特に対策を打つ予定はない」との回

答が52.7％。具体的な対策では「基幹システムの改修」、「経過措

置の把握」と続き、経理・システム面や取引先との取り決め、商

品・サービス関連の対策が中心。

●大阪府中小企業家同友会（9/25）

●大阪信用金庫（9/25）

●大阪東信用金庫（9/20）

●帝国データバンク（9/18）


図表6　消費税率の引き上げ分の転嫁状況（平成9年）
[image: image6.emf]0 25 50 75 100

全産業

製造業

建設業

運輸・通信業

卸売業

小売業

飲食店

不動産業

サービス業

全て転嫁 一部転嫁 転嫁せず

％


（出所）大阪府立産業開発研究所「おおさか経済の動き」、
1997年5月号

3.　経済見通し

今回の消費税率の引き上げの影響は、どのように試算されているのでしょうか。民間調査機関の予測(10/2日経)を平均すると、全国の実質経済成長率は、25年度の2.8％に対して、26年度は経済対策なしの場合で0％台前半、5兆円の経済対策ありの場合で0.9％程度と予測されています。
　四半期ごとの予測
では（図表7）、税率変更前の26年1～3月期では駆け込み需要等により前期比年率で4.6％まで高まり、その後の26年4～6月期には▲4.8％と大幅にマイナスに落ち込むとしています。しかし、7～9月期には、駆け込み需要・反動減の影響が小さくなることや、政府の経済対策等により、前期比プラスへと復帰し、その後もプラスで推移すると予想しています。
関西経済における影響
では、全国と同様であると考えられ、実質経済成長率は、13年度2.8％→14年度（経済対策なし）0％と予測されています。
まとめると、いずれの予測においても、消費税率の引き上げの影響は一時的にはあるものの、各種経済対策の効果や海外経済の緩やかな回復による輸出の増加等を背景として景気は持ち直し、景気後退は招かないとみています。

図表７　全国の実質経済成長率予測（前期比年率）
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（出所）日本経済研究センター「ＥＳＰフォーキャスト」（11/12）

4.　まとめ

　消費税率の引き上げは、社会保障制度の維持するためには必要ですが、消費税率の引き上げによって、実質所得の減少等により消費が低迷し、景気回復が腰折れしないかが懸念されます。そうならないためにも、今後の所得の上昇が期待されます。
（佐野　浩）
� 業況判断ＤＩ（全産業）の下げ幅では、9年10～12月期が1番大きく、9年4～6月期が2番目である。以下、13年1～3月期（ＩＴバブルの崩壊や大阪の上場企業の倒産等）、23年4～6月期（東日本大震災の影響）となっている。


� 日本銀行「経済・物価情勢の展望」2012年10月31日, pp.51-52。


� 9/20～24に、インターネットを通じて実施し、全国の20代以上の男女500名から回答を得た。


� 季節調整値は筆者試算。前回増税時と今回増税時では、住宅着工戸数の水準（数値）には違いがあることに注意が必要である。


� 大阪府景気観測調査において、9年1～3月期に消費税率の引き上げ分の転嫁状況等の調査を行った。


� 日本経済研究センター「ESPフォーキャスト」（11/12）


� アジア太平洋研究所「関西エコノミックインサイト」（8/30）





